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（２）現状と課題
２　平成28年度以降の方向性　
　発達障がい児・者が、それぞれの地域において、ライフステージに応じた適切な支援を受けることができるようにしていく必要がある。 

　そのため、地域自立支援協議会においては、地域療育ネットワークの形成や運営への支援等を主体的に行い、また、発達障がい者支援センターにおいては、専門的・技術的支援を通じ、地域自立支援協議会が行う地域療育ネットワークづくりへの支援を取組の基本的な方針として進めていきたい。
　また、東日本大震災の被災地支援施策として、引き続き、「発達障がい沿岸センター」を釜石市内に設置し、被災圏域（宮古・釜石・気仙）の市町村や事業所等への技術支援を行う。
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　　　沿岸地域（気仙、釜石及び宮古障がい保健福祉圏域）において、障がい児への療育支援及び発達障がい児・者の相談支援、関係機関のコンサルテーション、ニーズ把握等を進める被災地発達障がい児支援体制整備事業を実施（「発達支援コーディネーター」3名を配置し、支援の実施）
	

	

	

	


【平成28年度以降の重点施策について】

【平成28年度の主な事業】

資料№１





基本的な考え方





【重点事項】


１　乳幼児期における支援


　（①乳幼児健診体制と早期発見、②相談支援、③療育支援）


２　学童期における支援


　（①情報共有の仕組みづくり、②教育と福祉の連携強化、③保護者への支援、④放課後児童対策）


３　思春期・青年期における支援


　（①二次的障がいへの対応、②進路選択支援、③思春期的課題への対応）


４　成人期における支援


　（①相談支援、②生活支援、③就労支援）


５　普及啓発と地域療育ネットワークづくりに向けた取組





『発達障がい者支援体制の整備について』（平成20年７月岩手県発達障がい者支援体制整備検討委員会・広域特別支援連携協議会報告書）を基本施策の方針とし、県における発達障がい児・者基本施策の協議及び施策を展開。





参考）国の示す地域支援体制確立


発達障害者の乳幼児期から成人期までの各ライフステージに対応する一貫した支援を行うため、都道府県・指定都市に発達障害の検討委員会を設置するとともに、圏域において個別支援計画の作成等を行うことにより、支援の体制整備を構築する。


（厚生労働省における発達障害者支援施策より）





各ライフステージに対応する一貫した支援が必要





現状と課題





①　発達障がい者支援センターについて


地域支援体制の構築を図るため、発達障がい者支援センターが中心となって地域自立支援協議会の


療育担当部会で地域療育ネットワークづくりを進めるなど技術的支援を行っている。依然として、相


談は集中している。





②　地域自立支援協議会について


各地域自立支援協議会において、教育と福祉が双方で課題を共有したり、一人ひとりのケースにきめ細かい支援をしている協議会がある一方、取組が浸透していない圏域もあり、発達障がいへの取組に温度差がある。





③　ライフステージに対応した支援について


　・発達障がいに対応できる資源の不足（全ステージ）


　・早期発見と早期療育（乳幼児期）


　・教育と福祉との連携した支援（学童期・青年期）


　・障がい特性を考慮した就労支援等の充実（成人期）


　　


④　被災地への支援について


被災圏域においては、応急仮設住宅での生活の長期化などストレスの増大などにより、環境の変化に影響を受けやすい発達障がい児・者への支援のニーズが高まっている。また、災害公営住宅や仮設学校の新校舎への移転が本格化するなど環境の変化が大きいことから、引き続き、発達障がい児・者への手厚い支援が必要な状況にある。








岩手県における支援体制のイメージ　





①


乳幼児期





②


学童期





③


青年期





④


成人期





技術的支援





各ライフステージに対応した支援を進めるためには地域自立支援協議会を中心とした地域療育ネットワークで支える仕組みが必要





地域自立支援協議会





形成





発達障がい者支援センター





保育所、幼稚園





各市町村母子保健担当課





相談支援事業所








地域療育ネットワーク





各市町村児童担当課





就労支援機関





医療機関





各市町村障がい担当課





児童発達支援・放課後等デイサービス等





広域振興局・児童相談所





各特別支援学校、小中高校





療育教室





各市町村教育委員会





【東日本大震災の被災地支援施策】（Ｈ24～）（国動向による）





各事業所・保育園等





発達支援コーディネーターの配置、支援





市町村





相談支援事業所





各学校





家族・当事者団体





○地域療育ネットワークの充実


⇒発達障がい者支援センターによる各地域自立支援協議会への専門的見地による技術的支援の継続





○家族支援体制の充実


⇒各市町村に家族への支援ツールとして「ペアレントトレーニング」を用いた技法の有効性を周知し、実践できる支援者をさらに増やしていく。


　⇒ペアレントメンターの養成の継続





○各地域で発達障がいに対応し、各種支援につなぐことのできる人材の育成


　⇒身近な地域で発達障がいの相談に対応できるよう、支援者を育成する研修の実施。


　・支援者が本人や家族のニーズを把握しながら相談対応できるよう、研修内容も発達障がいの特性及び支援技法の理解など実践的なものとする。


　・発達障がい者支援センターは、地域で対応が困難なケースへの支援及び地域の支援者に対する支援を受け持つような役割分担を図る。





○いわて特別支援教育推進プランの着実な推進


⇒就学から卒業後までの一貫した支援体制の整備


　⇒各校種における指導・支援の充実


　⇒教育環境の充実・県民理解の促進








（保健福祉部担当）


　①『発達障がい者支援体制整備検討委員会・広域特別支援連携協議会』の設置　（教育委員会と共管・継続）


　②『重症心身障がい・発達障がい支援者育成研修』の実施　（※継続・H27新規）


　③『市町村支援体制サポート事業』の実施         　　　（療育センター事業として継続）


　④『ペアレントメンター養成支援』の実施         　　　（継続）


　⑤『ペアレントトレーニング実践研修』の実施    　　　 （※継続・H27新規）





（教育委員会担当）


　①　市町村及び幼稚園・保育所等、小・中・高等学校への相談支援の実施（継続）


　②　教員等を対象とした研修会の開催                                （継続）


　③　県民を対象としたボランティア養成講座、特別支援教育講演会の実施（継続）
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